




















































































































































2002 (H14)年 | 中教議「今後の教員免許制度の在り方について」答申 (10年研修制度)
2004 (H16)年 | 日本教育大学協会「モデルカリキュラム研究プロジェクト報告書」発表
「体験一省察の往環型の養成コア科目群」によるカリキュラムを提案。




































































































































































































































































































通り向上しない実態も明らかである。 1997(H 9) 
年度時点での教員学歴構成実態は(内は10年前の
1988年度)、小学校4.4%、 (0.7%)、中学校8.2%
(1.6%)、高等学校15.3%(9.4%)で、 1997年修
士課程入学者3221人の内、現職教員は1009人(新
教育三大学で489人)の低い実態であった。当時の
仮定では、 1999(Hll)年以降、 2割程度の学生
が修士の学位と専修免許状を取得すれば、毎年
500....100人程の入学者を予想したが、現実には
年平均1000人程度の現職教師、ストレートマスター
を合めても4000人程度しか入学はなく計画倒れに
終わる。そこで、 2006(H18)年の中教審「今後
の教員養成・免許制度の在り方について」答申で
は教職大学院の創設を提言し、これとて経済不況
により地方自治体からの現職教員の派遣が減り、
25校ある教職大学院は2008年からの入学者は750人
程度で推移し、定員充足に苦戦しているのが現状
である。
そこで、 2012(H24)年の中教審「教職生活の
全体を通じた教員の資質向上の総合的な向上方策
について」の答申は、「学び続ける教師像」を実現
するため、「一般免許状Jr基礎免許状Jr専門免許
状」の教員免許制度の改革を実行し、大学と教育
委員会と学校の連携による高度化を提案した。「一
般免許状」は学部4年に加え、 2年程度の修士レ
ベルの課程での学修が標準で、教科指導、生徒指
導、学級経営等を的確に実践できる力量を保証す
る標準的な免許状、「基礎免許状」は学士課程レベ
ルとし、「早期に一般免許状を取得することを期待」
し、さらに「専門免許状」は学校経営、生徒指導、
進路指導、教科指導、特別支援教育、外国人児童
生徒教育、情報教育等特定分野に関し、実践と探
求を積み重ね一定の経験年数を有する教員、大学
院レベルで、の教育で、取得する高い専門性を身に付
けた専門免許状」とした。
教員免許制度改革のねらいは、欧米等世界的に
教員養成が大学院レベルヘ高度化する中、そこか
ら一周遅れの日本の教員養成の高度化を大学の学
士課程4年聞から 6年聞に広げ、教師の生涯にわ
たる職能成長を図るシステムを確立しなければな
らないと言う切迫感である。
(※この「学び続ける教師像」の概念が誕生した
背景には2005年のOECDr教員の重要性一優れた
教員の確保・育成・定着」レポート発表が影響し
ていると考えられる。)
グローパ/レ化する世界の中で学校が抱える教育
問題は多様化し、複雑化し、教育内容は高度化し、
子どもたちには知識基盤社会をたくましく生き抜
くカを要求している。この背景としては、①世界
のグ、ローパノレ化は各国に国際共通性を求め(OECD
のPISA調査等)、②先進国の教育はアカウタピリ
ティー(説明・結果責任)により確かな成果を求
められ、③教育の普及は以前以上に幅広い多様な
マイノリティーの子どもたちにも高い学業達成を
求め(全国学力調査等)、④都市化、経済不況等で
衰えた家庭・地域の教育カは、子どもに関わる諸
問題の解決を学校に持ち込み解決を教師に要求(ク
レーム問題等)し、⑤情報技術の進歩はこれまで
の学校教育の内容や在り処を間い直させ、教師に
教授法の開発を求めるなどを通して、教育や教員
養成の高度化を求めることになってきた。このよ
うな教育の高度化に対応するためには、「新たな学
びを展開できる実践的指導力」を備えた「学び続
ける教師」が必要なのである。そのためには、学
士レベルから修士レベルヘグレードアップする教
職大学院等の拡充・充実は避けて通れない課題で
ある。
現在の大学の4年間の教員養成においても、「優
れた教義人としての教師の育成」という理想は大
切であり、多様化・複雑化していく学校現場の教
育課題の学修も必要だとは考えているが、現実に
はそれら新しい諸課題を体験一省察のサイクルで
学問的に学修させる時間的余裕は十分で、はない。
そこで、体験一省察型の教職実践演習を4年生初
期から 1年聞かけたり、本学のような総合大学で
は4年生の「教職実践演習」に先だって3年生か
ら予め「教職事前演習」を導入し「事前演習Jと
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「実践演習」をセットでカリキュラム化するなど
工夫を重ねることも必要であろう。
また、欧米の大学における教育実習のように複
数年にわたり長期間実習を体験させる教員養成シ
ステムを採用していない我が国の多くの総合大学
の場合は教育実習(教育系大学を除く)を、欧米
に近いレベルまで体験期聞を延ばし、長期の見通
しを持った教科指導、学級経営、特別支援教育指
導、生徒指導、部活動、保護者対応、地域連携活
動等を副担任として担当できる程度の教育実習シ
ステムを備え実践的指導力の基礎を育成すること
を真剣に考える時期にきている。やはり、大学の
教師養成において今以上の「実践的指導力の基礎」
の養成を行うには、さらに2年程度学修期聞を延
長し、修士レベル化するなどして教員養成のグレー
ドアップを図る時期になったと考えるべきであろ
う。現実的な教員養成としては、学士卒の基礎免
許所状を基本としつつ、修士レベルの課程で、の学
修を第一回目の免許更新講習受講までに「一般免
許状」を取得することを基本とするのが望ましい。
なお、学部卒で教員になった 1種免許状取得者
は、 1回目の免許更新制受講機会をシステム改善
し、「更新」でなく修士レベルに「上進」させる機
会にし、早期に「一般免許状」を取得させグレー
ドアップを図るアメリカのシステムを参考にする
方法が現実的であると考えられる。気になる点は、
近年教職の高度化・専門職化が進む中で、民間人
校長等非専門職化が同時に進行していることであ
る。学校関係者からは「即戦力」になる実践的指
導力を持った学生を送って欲しい」と要求される
が、これについて松本健一(福井大学)は、「戦後
の教員養成の理念である『優れた教義人としての
教師の育成』という理想から、技能や姿勢を学校
現場で鍛えようとする技術論、精神論にシフトし
てきているかのように見え、戦前の師範学校への
回帰を初練させる」と注意を促し、佐藤学(学習
院大学)も民間人校長等の導入など「新自由主義
の規制緩和により生じた教職専門性の危機は教師
の仕事を誰にでも勤まる『イージーワーク』と見
る点から生じる」と警鐘を鳴らしている。この点
は「実践的指導力」の不十分な理解と「実践的指
導力J論が苧む問題点であることに注意したい。
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